
事業事前評価表（開発調査）

作成日：平成15年7月25日

担当部・課：鉱工業開発調査部

1. 対象事業名

ベトナム国ピーク対応型電源最適化計画調査

2. 我が国が援助することの必要性・妥当性

(1) 現状及び問題点

ベトナム社会主義共和国（以下ベトナム国）は、過去10年間の電力消費

量、最大電力の年間平均伸び率はいずれも13パーセントと高い伸び率を示

しており、電源及び系統の新規開発が緊急の課題とされている。また、同

国は1日の電力需要の変動が大きく、夕方18時～19時のピーク電力は、深

夜のオフピーク時の2倍以上となっている。このため、年間の負荷率（平

均負荷／最大負荷×100%）は全国平均で65%と他の東南アジア諸国の

70%と比べ低い値となっている。

しかしながら、同国ではピーク時、オフピーク時の料金格差による需要抑

制手段（DSM）のみが進められており、ピーク供給力を向上させるための

具体的な方策は取られていないのが現状である。

(2) 国家開発計画、地域開発計画、分野別計画などの計画と当該案件の整合性

ベトナム国の開発計画の目標として、「2001～2010年10カ年経済社会発

展戦略」では、社会主義路線に沿って工業化・現代化を推進し、2020年ま

でにベトナムを基本的に工業国とするための基盤を整えるものとしてお

り、電力セクターの支援は工業化の推進には不可欠であり本案件は、同国

の開発計画に合致している。

(3) 他国機関の関連事業との整合性

電力セクターへの援助資金提供額は、最近10年間で半分以上が日本からで

次いで世銀、ADBなどからである。本調査においては、2020年までを基本



に送電系統を含めた電力開発計画を見直し、電源構成の最適化を検討する

ため、ベトナム政府機関のみならず、世銀、ADBとの協議を通じて調査を

進める必要がある。

(4) 我が国の当該国への基本的援助方策との整合性

我が国は、ベトナム国の支援と重点分野の1つとして電力分野を掲げてお

り、将来的な需要の増加に対応するために、発電・送配電・地方電化等

ハード面の整備に加え、効率的な事業計画、運営能力向上等ソフト面への

協力を行っていくことが必要であるとしている。本案件開発調査は、揚水

発電にかかる事業実施計画等の手法及び、電源構成の最適化プログラムの

技術移転を行うこととしており、前述のハード・ソフト面双方への整備に

合致している。

3. 事業の目的

ベトナム国の将来の電力需給予測を基に、ピーク供給力と系統全体の安定性の

向上を目的とした電源構成の最適化に関する検討を行うことにより、ベトナム

国における将来の電力政策と最適な電源構成を提案することで電力供給の安定

化を目的とする。

4. 事業の内容

(1) 対象

(a) 調査対象：

ベトナム国全土

(b) 技術移転の対象：

ベトナム電力公社（EVN）

(2) アウトプット

(a) 計画策定：

ピーク対応型電源最適化マスタープラン

(b) 技術移転：



電源最適化・電源系統信頼性シミュレーション実施手法、揚水発電にか

かる概略事業計画

(3) インプット：以下の投入による調査および技術移転の実施。

(a) コンサルタント（分野・人数）

分野 人数 分野 人数

団長／総括・電源開発A 1 送電計画／系統解析 1

電源開発B／電源需要予

測・分析
1 環境（社会・自然） 1

システム運用計画 1 地質 1

経営・経済財務分析 1 計 7

(b) その他

・研修員受入れ

(4) 総事業費

調査に要す費用：約1.8億円

(5) 調査のスケジュール

2002年11月～2004年6月（1年8ヶ月）

(6) 実施体制

(a) 協力相手国実施機関名：

ベトナム電力公社（EVN）

(b) 協力相手国実施機関の責任者：

Vice President Electricity of Viet Nam

5. 成果の目標

(1) 提案計画の活用目標

提案されたピーク対応型電源最適化計画が協力相手国政府の国家エネル



ギー政策及び電源開発計画の一部に取り入れられる。

提案された計画を基に次段階調査が実施され事業化される。

(2) 活用による達成目標

最適化計画が実施されることで、電力系統全体の安定化及びピーク供給力

が向上されること。更に最適化計・電源系統信頼性シミュレーション実施

手法の技術移転を通じて、カウンターパートであるEVN自身による最適化

計画の策定・更新が実施可能となること。

6. 外部要因リスク

(1) 協力相手国内の事情

(a) 政策的要因：

政権交代による開発政策の変更による提案事業の優先度の低下等

(b) 行政的要因：

行政機関間の調整の不備等

(c) 経済的要因：

ベトナム国の経済状況の悪化

(d) 社会的要因：

近隣国との関係の悪化

(2) 関連プロジェクトの遅れ：

なし

7. 今後の評価計画

(1) 事後評価に用いる指標

(a) 活用の進捗度

提案されたピーク対応型電源最適化計画が実施機関により活用されてい

るか。

技術移転されたシミュレーション手法により計画の策定、更新が実施さ

れているか。



(b) 活用による達成目標の指標

計画停電の頻度・延べ時間、電力供給予備率。

(2) 上記(a)及び(b)を評価する方法及びタイミング

フォローアップ調査によるモニタリング


